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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期
第３四半期
連結累計期間

第66期
第３四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自　2021年３月１日
至　2021年11月30日

自　2022年３月１日
至　2022年11月30日

自　2021年３月１日
至　2022年２月28日

売上高 （千円） 6,389,181 8,468,055 8,702,029

経常利益又は経常損失（△） （千円） △194,575 71,859 △171,074

親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する四半

期（当期）純損失（△）

（千円） △126,787 96,548 △122,031

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △149,228 166,792 △140,297

純資産額 （千円） 2,941,474 2,871,556 2,950,405

総資産額 （千円） 15,206,042 15,699,503 15,353,800

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期（当期）純損失

（△）

（円） △60.49 46.07 △58.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 19.3 18.3 19.2

 

回次
第65期
第３四半期
連結会計期間

第66期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年９月１日
至　2021年11月30日

自　2022年９月１日
至　2022年11月30日

１株当たり四半期純利益又は１株当

たり四半期純損失（△）
（円） △5.02 10.25

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第65期第３四半期連結累計期間及び第65期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１

株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第66期第３四

半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首

から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等につい

ては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は以下のとおりです。

（日本）

　主要な関係会社の異動はありません。

（仏国）

　Nippon Shikizai France S.A.S.を、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　なお、新型コロナウイルスの感染拡大による事業への影響については、今後も引き続き注視してまいります。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものです。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しております。詳細は「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」に

記載しております。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間（2022年３月１日～2022年11月30日）におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）の感染が、感染の波を伴いながら（足元は第８波）続いておりますが、ワクチン接種の進展等

もあって徐々に重症化リスクは軽減し、マスク着用は続いているものの経済活動への影響は軽減、景気も緩やかな

持ち直しの動きが見られます。海外各国でも、欧米など一部の地域・国ではウィズ・コロナの生活様式としてマス

ク着用などの感染症対策を軽減・解消し、経済活動にも回復の動きが出ている一方で、中国ではゼロ・コロナ政策

を緩和しつつありますが、引続き経済・物流面で世界的に悪影響を及ぼすなど、新型コロナウイルス感染症の生

活・経済への影響は軽減されてきているとはいえ、先行き不透明な状況が続いております。また、2022年２月に始

まったロシアによるウクライナ侵攻は長期化しており、特に欧州を中心に資源・エネルギー価格の上昇や物流の遅

延等を引き起こし、世界的なインフレや金利上昇に波及するなど、経済活動への影響と先行き不透明感が継続して

おります。

化粧品業界におきましては、メイクアップ製品を中心に、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受

けておりますが、一部に回復の動きが見られています。国内では、マスク着用の常態化等により化粧品需要はメイ

クアップ製品を中心に大きく減少したまま推移していますが、消費者のマインドは改善しており、一部回復の動き

が見られております。海外においても、化粧品需要は新型コロナウイルス感染症の影響を受けておりますが、ウィ

ズ・コロナの生活様式が進む国では各種の感染症対策が緩められることによって回復の動きが見られます。

当社グループにおきましては、国内・海外化粧品メーカーからの受注は回復しつつありますが、新型コロナウイ

ルス感染症の影響長期化（足元は第８波）により、つくば工場第３期拡張などの設備投資によって実現した生産能

力を活用しきれない状況が続いており、引き続き厳しい環境の中で事業活動を強いられております。今後も新型コ

ロナウイルス感染症は徐々に収束していくことが期待されますが、マスク着用の常態化等もあって国内化粧品市場

の回復スピードは依然として不透明な状況です。このような状況下、「中期事業戦略ビジョン(2022-2026)」のも

と、まずは黒字の定着、新型コロナウイルス感染症拡大以前の業績水準への早期回復に向けて、事業基盤の再構築

に取り組んでおります。当面は、新型コロナウイルス感染症下における化粧動向を反映した処方や生産技術の開発

でお客様の要請に応え、中長期的には化粧品に対する「クリーン・ビューティー」やSDGsなどの社会的要請に対応

するなど、新しい市場環境下においても当社グループの強みを一層伸ばして業績の速やかな回復を図るべく更なる

努力を重ねてまいります。

 

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における財政状態及び経営成績は次のとおりとなりました。

 

ａ．経営成績

売上高は、依然として新型コロナウイルス感染症の影響が大きいものの、国内・海外での化粧品需要の回復の動

きを受けた国内・海外向け受注の回復と、第１四半期連結会計期間から子会社Nippon Shikizai France S.A.S.

（以下「日本色材フランス社」という）を連結の範囲に加えたこともあって、前年同期比32.5％増の8,468百万円

となりました。

利益面では、引き続きつくば工場第３期拡張等により諸費用が増加している中ではありますが、売上高の増収と

各種コスト圧縮努力により、営業利益は82百万円（前年同期は営業損失267百万円）、経常利益は71百万円（前年

同期は経常損失194百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は投資有価証券売却益40百万円もあって96百万

円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失126百万円）となりました。
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ｂ．財政状態

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ、345百万円増加し、15,699百万円と

なりました。総資産の増加は、流動資産が833百万円増加し、固定資産が487百万円減少したことによるものであり

ます。流動資産の主な増加要因は、受取手形及び売掛金が64百万円、棚卸資産が854百万円、その他が46百万円増

加し、現金及び預金が128百万円減少したことによるものであります。固定資産の主な減少要因は、投資その他の

資産のその他が日本色材フランス社を連結の範囲に加えたこともあって451百万円、建物及び構築物が147百万円、

投資有価証券が66百万円減少し、機械装置及び運搬具が74百万円、有形固定資産のその他が59百万円、無形固定資

産が48百万円増加したことによるものであります。

一方、負債合計は、前連結会計年度末に比べ、424百万円増加し、12,827百万円となりました。負債合計の増加

は、流動負債が1,163百万円増加し、固定負債が738百万円減少したことによるものであります。流動負債の主な増

加要因は、支払手形及び買掛金が476百万円、電子記録債務が314百万円、短期借入金が181百万円、賞与引当金が

180百万円増加したことによるものであります。固定負債の主な減少要因は、長期借入金が743百万円減少したこと

によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ、78百万円減少し、2,871百万円となりました。主な減少要因は、株主資本

が日本色材フランス社を連結の範囲に加えたこと等により149百万円減少し、その他の包括利益累計額合計が70百

万円増加したことによるものであります。なお、会社法第447条第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間

に資本金の額714百万円のうち614百万円を減少して100百万円とし、減少した資本金の額の全額をその他資本剰余

金に振り替えております。

 

当第３四半期連結累計期間における所在地別セグメントの業績の概況は、次のとおりです。

（日本）

上記のとおり依然として新型コロナウイルス感染症の影響が大きいものの、国内外の化粧品需要に回復の動きが

みられ、国内・海外化粧品メーカー各社からの受注が回復したことから、売上高は前年同期比28.6％増の6,356百

万円となりました。利益面では、引き続きつくば工場第３期拡張等により諸費用が増加している中ではあります

が、売上高の増収と各種コスト圧縮努力により営業利益65百万円（前年同期は営業損失251百万円）と黒字計上と

なりました。

 

（仏国）

子会社THEPENIER PHARMA & COSMETICS S.A.S.（以下「テプニエ社」という）と日本色材フランス社の所在する

欧州は、当第３四半期連結累計期間（１～９月）において、新型コロナウイルス感染症の影響に加えてウクライナ

侵攻の影響を大きく受けましたが、売上高は2,150百万円と、受注が増加したのに加え、日本色材フランス社が連

結の範囲に加わったこともあり、前年同期比44.9％の増収となりました。利益面では設備投資に伴う諸費用の増加

等に加えてウクライナ侵攻によるエネルギー価格等の高騰や物流の遅延の影響を受けましたが営業利益30百万円

（前年同期は営業損失15百万円）となりました。

 

(2) 経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、491百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,200,000

計 5,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2022年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年１月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 2,099,376 2,099,376
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100

株であります。

計 2,099,376 2,099,376 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

        該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

        該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2022年９月１日～

2022年11月30日
－ 2,099,376 － 100,000 － 943,209

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

    2022年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ 単元株式数100株
普通株式 3,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,094,200 20,942 同上

単元未満株式 普通株式 1,676 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  2,099,376 － －

総株主の議決権  － 20,942 －

（注）「単元未満株式」の中には、当社保有の自己株式20株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社日本色材工業研究所

東京都港区

三田5-3-13
3,500 － 3,500 0.1

計 － 3,500 － 3,500 0.1
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(１）新任役員

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（百株）

就任年月日

取締役
営業本部長
兼

営業部長

中嶋　伸之 1962年３月27日生

1984年４月　当社入社

2013年４月　営業グループ
グループマネジャー

2014年12月　営業部長（現任）

2019年５月　執行役員就任

2022年６月　取締役就任（現任）

（注） 4 2022年６月１日

取締役
営業本部
国際営業部長

庄司　留利子 1957年７月６日生

2008年９月　当社入社

2010年９月　国際営業チーム
チームリーダー

2016年12月　国際営業部長（現任）

2022年６月　取締役就任（現任）

（注） － 2022年６月１日

（注）就任日から2023年２月期に係る定時株主総会の終結の時までであります。

 

(２）役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

専務取締役　総合企画本部長 取締役　人事部長　兼　管理部長 奥村　華代 2022年６月１日

常務取締役　研究開発本部長 兼 研究開発部長 取締役　研究開発部長 南　　孝司 2022年６月１日

取締役　生産本部長 取締役（生産担当） 鈴木　史彦 2022年６月１日

取締役　海外子会社担当

テプニエ社　社長 兼

日本色材フランス社　会長 兼 社長

取締役

テプニエ社　社長 兼

日本色材フランス社　会長 兼 社長

蓮生　剛志 2022年６月１日

取締役　総合企画本部　経理・財務部長 取締役　経理・財務部長
霜田　正樹

2022年６月１日

取締役　総合企画本部　企画・経理部長 取締役　総合企画本部　経理・財務部長 2022年11月１日

取締役　品質保証本部長　兼　品質保証部長 取締役　品質保証部長 橋場　正樹 2022年６月１日

 

（３）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性11名　女性2名（役員のうち女性の比率15.4％）
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年９月１日から2022

年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年３月１日から2022年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、監査法人アヴァンティアによる四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社日本色材工業研究所(E01040)

四半期報告書

 8/18



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,323,082 1,194,222

受取手形及び売掛金 1,638,184 1,702,419

電子記録債権 194,216 190,722

棚卸資産 1,705,714 2,560,297

その他 149,917 196,691

流動資産合計 5,011,114 5,844,352

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,049,730 4,901,941

機械装置及び運搬具（純額） 1,464,342 1,539,213

土地 2,139,815 2,140,934

その他（純額） 373,628 433,436

有形固定資産合計 9,027,517 9,015,526

無形固定資産 331,277 379,304

投資その他の資産   

投資有価証券 416,453 350,426

その他 568,211 116,392

貸倒引当金 △773 △6,499

投資その他の資産合計 983,891 460,319

固定資産合計 10,342,686 9,855,150

資産合計 15,353,800 15,699,503

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 525,136 1,001,625

電子記録債務 555,230 869,727

短期借入金 2,169,279 2,350,582

賞与引当金 34,964 215,726

その他 827,047 837,434

流動負債合計 4,111,658 5,275,096

固定負債   

長期借入金 7,564,323 6,820,750

役員退職慰労引当金 146,430 146,430

退職給付に係る負債 91,629 103,765

その他 489,353 481,903

固定負債合計 8,291,736 7,552,850

負債合計 12,403,395 12,827,947

純資産の部   

株主資本   

資本金 714,104 100,000

資本剰余金 943,209 1,510,339

利益剰余金 1,098,620 996,536

自己株式 △3,857 △3,891

株主資本合計 2,752,077 2,602,984

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 202,507 155,781

為替換算調整勘定 △4,180 112,790

その他の包括利益累計額合計 198,327 268,571

純資産合計 2,950,405 2,871,556

負債純資産合計 15,353,800 15,699,503
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年３月１日
　至　2021年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年３月１日
　至　2022年11月30日)

売上高 6,389,181 8,468,055

売上原価 5,842,818 7,514,121

売上総利益 546,362 953,934

販売費及び一般管理費 813,880 871,285

営業利益又は営業損失（△） △267,517 82,648

営業外収益   

受取利息 1,926 4

受取配当金 5,475 5,803

為替差益 5,123 47,736

補助金収入 122,910 5,008

雑収入 21,126 23,316

営業外収益合計 156,563 81,869

営業外費用   

支払利息 83,375 78,281

その他 245 14,377

営業外費用合計 83,621 92,659

経常利益又は経常損失（△） △194,575 71,859

特別利益   

固定資産売却益 83,964 －

投資有価証券売却益 － 40,037

特別利益合計 83,964 40,037

特別損失   

固定資産除却損 4,134 304

企業年金基金脱退損失 19,729 －

特別損失合計 23,864 304

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△134,476 111,592

法人税、住民税及び事業税 6,608 15,043

法人税等還付税額 △14,296 －

法人税等合計 △7,688 15,043

四半期純利益又は四半期純損失（△） △126,787 96,548

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△126,787 96,548
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年３月１日
　至　2021年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年３月１日
　至　2022年11月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △126,787 96,548

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △50,476 △46,726

為替換算調整勘定 28,035 116,970

その他の包括利益合計 △22,441 70,243

四半期包括利益 △149,228 166,792

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △149,228 166,792

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　（連結の範囲の重要な変更）

　第１四半期連結会計期間より、Nippon Shikizai France S.A.S.は、当社グループにおける重要性が増したた

め、連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

この適用により、輸出販売に関して、従来は船積基準により収益を認識しておりましたが、インコタームズ等

で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識する方法に変更しております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国内販売に

おいて、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間である場合には、出荷時に

収益を認識しております。

また、顧客との契約における対価に変動対価が含まれている場合には、従来は、金額確定時に売上高から控除

しておりましたが、合理的に見積ることができる場合は、製品の取引時に取引対価の変動部分の金額を見積り、

売上高から控除する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の損益及び利益剰余金期首残高に与える影響は軽微であります。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経

過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載し

ておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

これによる、当第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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（追加情報）

（1）新型コロナウイルス感染症の感染拡大における会計上の見積りに関する追加情報

　新型コロナウイルス感染症の影響については、現時点において合理的に予測することは困難ですが、当連

結会計年度末まで影響が及ぶものと仮定し、固定資産の減損及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見

積りを行っております。

　なお、新型コロナウイルス感染症の影響は不確実性があるため、将来における財政状態、経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。

 

（2）財務制限条項に関する追加情報

　当社の長期借入金（１年内返済予定額を含む）のうち、1,312,500千円には、以下の財務制限条項が付され

ております。

①　2019年２月期決算以降、各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額を

2018年２月決算期末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額の67％以上に維持すること。

②　2019年２月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期におけ

る単体償却前営業損益（単体の損益計算書上の「営業利益（または営業損失）」の金額に、有形固定資

産等明細表上の「有形固定資産減価償却費」と「無形固定資産減価償却費」の金額を加算した数値）が

２期連続して赤字とならないようにすること。

　なお、当第３四半期連結会計期間末において上記財務制限条項には抵触しておりません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

  
前第３四半期連結累計期間
（自 2021年３月１日
至 2021年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2022年３月１日
至 2022年11月30日）

 減価償却費 584,862千円 587,587千円

 のれんの償却額 － 12,621

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年３月１日　至　2021年11月30日）

１．配当金支払額

無配のため、該当事項はありません。

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年３月１日　至　2022年11月30日）

１．配当金支払額

無配のため、該当事項はありません。

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2022年５月25日開催の第65回定時株主総会の決議により、2022年７月１日付で、資本金の額

714,104千円のうち、614,104千円を減少して100,000千円とし、減少した資本金の額の全額をその他資本剰余

金に振り替えております。

なお、株主資本の合計金額に著しい変動はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年３月１日　至　2021年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 日本 仏国 計

売上高      

外部顧客への売上高 4,905,314 1,483,867 6,389,181 － 6,389,181

セグメント間の内部売上高又は
振替高

39,033 － 39,033 △39,033 －

計 4,944,347 1,483,867 6,428,214 △39,033 6,389,181

セグメント損失（△） △251,544 △15,019 △266,564 △952 △267,517

（注）１．セグメント損失の調整額△952千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年３月１日　至　2022年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 日本 仏国 計

売上高      

日本向け 5,476,131 16,901 5,493,033 △1,558 5,491,474

日本以外向け 880,061 2,133,665 3,013,727 △37,146 2,976,580

顧客との契約から生じる収益 6,356,193 2,150,566 8,506,760 △38,705 8,468,055

外部顧客への売上高 6,319,047 2,149,008 8,468,055 － 8,468,055

セグメント間の内部売上高又は
振替高

37,146 1,558 38,705 △38,705 －

計 6,356,193 2,150,566 8,506,760 △38,705 8,468,055

セグメント利益 65,448 30,071 95,520 △12,871 82,648

（注）１．セグメント利益の調整額△12,871千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　「仏国」セグメントにおいて、Nippon Shikizai France S.A.S.を第１四半期連結会計期間より連結の範

囲に含めております。

　なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては74,622千円であります。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年３月１日
至　2021年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年３月１日
至　2022年11月30日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損

失（△）
△60円49銭 46円07銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社

株主に帰属する四半期純損失（△）　（千円）
△126,787 96,548

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益又は普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失（△）（千円）

△126,787 96,548

普通株式の期中平均株式数（株） 2,095,856 2,095,850

　（注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。なお、前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１

株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2023年１月13日

株式会社日本色材工業研究所

取締役会　御中

 

監査法人アヴァンティア

東京都千代田区
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 西垣　芽衣

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　大佑

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本色

材工業研究所の2022年３月１日から2023年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年９月１日から

2022年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年３月１日から2022年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本色材工業研究所及び連結子会社の2022年11月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 

EDINET提出書類

株式会社日本色材工業研究所(E01040)

四半期報告書

17/18



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）　1. 上記の四半期レビュー報告書の原本は、当社（四半期報告書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

　　　　　2. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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